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１．研究の目的 

京都議定書の目標達成のためには、国内の市町

村においても効率的かつ有効な温暖化防止政策を

早期に実施することが不可欠であるにも関わらず、

政策実施の前提となる温室効果ガスの排出量推計

を行っている市町村はきわめて少数である。そこ

で、市町村においても容易に入手可能な統計デー

タを用いて排出量を推計する手法を提供するとと

もに。政策手段ごとの効果を定量的に示し情報提

供を図ることが重要である。 

本研究では、市町村単位の温室効果ガス排出量

を既存統計データから推計する手法を開発したう

えで、排出要因の分析や排出実態に基づく市区町

村の地域類型化を行い、温暖化対策の類型別体系

的整理やその効果を推計する。 

 

２．研究の方法 

具体的には、まず一般家庭および事業所のエネ

ルギー消費構造をアンケート調査結果や家計調査

によってエネルギー消費を規定する主要要因を抽

出する。次に抽出された要因を用いて民生部門

CO2排出量推計モデルを作成し、市町村別排出量

を推計する。さらに過去の市町村別排出量を推計

し、各種基礎指標との関係を分析することにより

排出増加要因を明らかにするとともに、現状維持

ケースにおける将来排出量の推計も行う。 

また、パーソントリップ調査等のデータと交通

手段別排出原単位から、運輸部門の市町村別CO2

排出量を手段別に算出する。その上で、燃料販売

量等に基づく推計量と比較することにより、推計

手法の特徴を把握する。関東地域のOD調査データ

およびパーソントリップ調査データを用いた排出

量推計を踏まえ、全国を対象とした市区町村別車

種別の排出量推計を行うとともに、排出量推計テ

ーブルを用いた施策効果評価を試行する。 

さらに自治体に対する温暖化対策実施状況調査

に基づき温暖化対策を分類するとともに、温暖化

計画や推進組織の有無など対策実施率を規定する

要因の抽出を行う。またサブテーマ１および２で

推計されたCO2排出実態に基づき、市町村の地域

類型化を行うとともに、実施されている温暖化対

策との関連や、市町村の社会構造、土地利用、公

共事業などの諸要因との関係を解析する。さらに、

市町村の類型別に温暖化対策を体系的に整理し、

いくつかの政策手段について効果の推計を行う。 

 

３．研究の成果 

３．１ 市町村における民生部門等の温室効果ガ

ス排出量推計手法の開発および要因分析 

まず燃料別のエネルギー消費量の推計手法を確

定し、市町村別消費量を算出した。すなわち各市

町村の世帯人員別世帯数に世帯人員別消費原単位

を乗じてから建て方別補正係数を乗じ、さらに燃

料ごとのコントロールトータルで補正した。その

結果、全国の傾向としては電気、LPG、灯油は人

口規模が小さくなるほど使用比率が大きくなるの

に対し、都市ガスは人口規模が大きくなるほど使

用比率が大きくなることが確認された。さらに全

国の市町村別CO2排出量を推計した結果、人口100

万以上の都市が全国に占める排出量割合が総計で

約２割を占める一方、人口10万以下の中小都市が

約４割を占めている。また、図１には総CO2排出

量の市町村別分布図を示した。これをみると排出

量の多い市町村が大都市圏に集中していることが

明らかである。 

次に、全国における業務でのエネルギー消費構

造、CO2排出構造を地域別に把握することを目的

に、2000年度のエネルギー消費量およびCO2排出

図１ 全国の市町村別民生家庭 CO2排出量 
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量を都道府県別・建物用途別・エネルギー源別・

熱用途別・建物規模別、着工年別に推計するとと

もに、市町村別排出量の推計に用いる都道府県

別・産業分類別CO2排出原単位の作成と、市町村

別産業分類別従業者数のデータを整理した。さら

にエネルギー消費実態がほとんど知られていない

小売店舗事務所等の小規模事業所について、2003

年に岩手県内においてその実態を調査した。この

結果に基づき、統計資料を利用して市町村ごとの

CO2排出量が推計できるよう原単位を算定した。 

３．２ 市町村における運輸部門温室効果ガス排

出量推計手法の開発および要因分析 

全国を対象とした市区町村別車種別の排出量推

計を行うとともに、排出量推計テーブルを用いた

施策効果評価を試行した。まず、OD調査に基づき、

全国を対象として登録地、到着地別に旅客自動車

および貨物自動車からの市区町村別車種別CO2排

出量を明らかにした。次に、昨年度のPT調査に基

づく旅客交通を対象とした推計、センサス道路交

通量に基づく通過地集計（平日分）に加えて、今

年度は休日分の通過地集計から年間集計値を求め

るとともに、燃料販売量に基づく給油地集計とい

った異なる推計手法・集計方法による推計を行い、

OD調査に基づく登録地集計、到着地集計との相互

比較を行った。その結果、手法に応じて推計値が

大幅に異なる市区町村を抽出し、その特性に応じ

た対策が必要となることを指摘した。さらに、OD

調査データから市区町村別車種別にサンプル数、

保有台数、トリップ数、輸送人キロ・トンキロ、

容量人キロ・トンキロ、所要時間を集計し、台あ

たり走行キロ、トリップあたり走行キロ、平均輸

送人員、平均積載量、積載率、旅行速度等を求め、

全国の市区町村独自の調査によるデータ更新、対

策効果予測を行うための枠組みとして排出量推計

テーブルを構築し、対策効果評価を試行した。 

３．３ 市町村における温暖化対策の類型別体系

的整理および政策手段の効果推計 

自治体によって採用される温暖化対策のパター

ンが異なることを明らかにするとともに、民生部

門家庭のCO2排出実態に基づき、排出要因の分析

および市町村の地域類型化を行った。また、温暖

化対策と市町村の人口・産業・土地利用・自然特

性との関係を解析する。さらに推進組織の有無な

ど対策の実施を規定する内的要因の抽出を行った。

その結果、CO2排出要因としては、人口総数や昼

間人口が増えるほど排出量が増加する一方、総人

口中の従業・通学者数が大きいほど排出量を減少

させることが明らかにになった。また、民生部門

家庭のCO2排出実態に基づき、市町村を均衡型、

都市ガス優位型、灯油優位型、都市ガス・灯油優

位型、LPG・灯油優位型、LPG優位型の６つに類型

化した。また、１自治体あたり対策実施数を目的

変数、環境基本計画策定有無、新エネルギービジ

ョン策定有無、推進組織設置有無などの推進力要

因と、地域特性要因を説明変数とした数量化Ⅰ類

分析を行った結果、対策全体ではISO14001取得な

どの推進力が大きく、政策分野別では、分野ごと

に推進力要因が異なることが明らかになった。 

 

４．今後の課題 

民生部門家庭の推計手法を確定し、2000年度の

市町村別CO2排出量を算定した。その結果全市町

村を合計したCO2排出量は142,145千ｔ- CO2とな

り、国全体の公表値158,137千ｔ- CO2１)の９割

の値でありほぼ妥当な結果といえる。公表値より

若干少ないのは重油、熱供給、新エネルギーなど

本研究で取りあげなかった燃料の消費が存在する

ためと思われる。また、人口10万以下の中小都市

が約４割を占めていることが明らかになった。こ

のことから今後中小都市においてもCO2排出特性

に応じて温暖化対策を積極的に実施することが重

要であるといえる。 

市区町村別の排出量と車種別内訳を近隣の市区

町村と比較可能な形で提供することで、各市区町

村の運輸部門排出量の現状把握に資すると考えら

れる。具体的な対策を行う際には、PT調査等のデ

ータを用いてデータの補完と更新を行うことが望

ましい。サンプル数が少ない町村部に関しては推

計結果の信頼性に問題があることが分かったため、

市区郡単位の集計を別に行った。 

燃料種類ごとのCO2排出特性から市町村を類型

化した結果をみると、都市ガスからの排出が都市

部で多く、LPGが農村部、灯油が北日本や農村部

で多く排出される傾向を示した。このことは熱源

の違いに応じた対策の必要性を表しているといえ

よう。これらことから、全国一律の対策ではなく、

自治体の特性に応じた温暖化対策メニューを検討

することの必要性を表しているといえる。 
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